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まえがき

木野龍逸・河﨑健一郎

原発避難の発生

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は、東京電力福島第一原子力発電所からすべての交
流電源を奪った。冷却機能を喪失した福島第一原発は、震災翌日の 12 日午後 3時過ぎには 1号
機、14日には3号機の原子炉建屋が水素爆発を起こし、黒煙を天空に噴き上げる様子はテレビを
通じて世界に伝えられた。3基の原発がメルトダウンするという、世界史上空前の原発事故の発
生だった。
「原発避難」が発生したのは事故の直後からだった。11 日夕刻、最初の避難指示が出て、原発
避難は始まった。翌 12 日未明以後は、原発周辺の自治体による大規模な避難誘導が行われた。
さらに政府は4月22日、福島第一原発から20kmの範囲に居住制限などの強制力を持つ警戒区

域を設定したほか、被ばく量が年間 20mSv（ミリシーベルト）を超える地域に避難指示を出した。
これらの避難者は「強制避難者」になる。
しかし放射能汚染を危惧して避難したのは避難指示区域の住民だけではなかった。政府が正確

な情報を出さない中で、避難指示区域の外からも数万人の人たちが日本全国に避難をした。こう
した人たちは、自ら避難したという意味で「自主（的）避難者」あるいは「区域外避難者」と呼
ばれる。
だが、事故から 1ヵ月半後に政府が公表した放射能汚染地図は、事故前の一般の被ばく限度
だった年間 1mSv を超える深刻な汚染が、政府の避難指示区域を越えて広がっている状況を描き
出していた。
このような状況で生まれた避難者を、自らの意思で避難した印象のある「自主避難」とするこ
とには疑問がある。彼ら、彼女らは、避難せざるを得ない状況で避難したのである。本書では一
般に呼称が定着していることから「自主避難者」と表記するが、こうした背景についても考慮し
ていることを述べておきたい。

「原発避難」とは何か

原発事故から 4年半が経過したが、今なお原発避難は継続している。福島県が公表している避
難者数は、2015 年 7 月 1 日時点で県内に 6万 5300 人、県外へは 4万 5395 人の計 11 万人にのぼ
る。
もっとも、この数字が状況を正確に捉えているとは言い難いのが現状だ。
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避難者数は復興庁が毎月、全都道府県からの報告をもとに集計したものを公表している。福島
県の数字は、この復興庁のデータを下敷きにしている。ところがこのほかにも、内閣府原子力被
災者生活支援チームが推計した自主避難者数や、新潟県のように避難先の自治体が独自に集計し
た数字などがあり、これらは互いに関連性がない。政府は避難者の定義や集計方法を定めていな
いため、調査主体がそれぞれの判断で集計しているのである。
原発避難の特徴は、避難期間が長期に及ぶことと、避難が極めて広い地域にまたがることだ。

放射能汚染がすぐには消えないうえに広範囲であるためだ。
長期の避難は被災者の生活や精神に重い負担をもたらし、広域避難は被災者の状況把握を困難

にする。それだけに、まず避難者数という基本データを正確に捉えることが必要だ。
しかし政府はそれを避けているかのごとく情報の集約を怠っており、避難者数の推移を把握す

ることさえままならないのが現状である。
政府が避難者の定義を定めないことにより、「原発避難」の存在は曖昧になり、被害の総体は

覆い隠されていく。

避難者の全貌を明らかにする

一方、当事者やその支援団体、複数分野の研究者、マスコミなどは独力で実態調査を試みてき
た。それでも多くは個別課題の抽出にとどまっており、原発事故に伴う避難の実態をマクロ・ミ
クロの両面から明らかにしたものはいまだにない。
長期にわたる被害の実像を明らかにするためには、避難者の実態把握が不可欠なはずだった。

政策の対象となる人数すらわからないのに、的確な避難者の補償・救済・支援ができるだろうか。
しかし国はいまも必要な実態把握を怠っている。加えて、原発政策を推進してきたという意味
で加害者でもあるはずの国（行政）の側が、被害者の範囲や損害賠償の金額を決めるという現実。
こうした理不尽が被害者に二重の苦難を与えているといえる。
本書の編者たちが抱いたこうした危機意識が、本白書の出発点になった。
本白書は、これまで原発避難者の支援に携わってきた支援者、弁護士、そして原発事故の調査

を続けてきた研究者やジャーナリストらの民間有志で基礎資料を整備し、避難者が求めているも
のや現在の施策の問題点を明らかにすることで、問題の抜本的な解決に一歩でも近づくことを狙
いとしている。
第Ⅰ部では、2011 年 3 月 11 日の東日本大震災、福島第一原発事故によって原発避難がどのよ

うな状況で発生したのかを再確認するとともに、ジャーナリストの視点から、政府が「避難者と
は誰か」という定義づけをしないことで被害実態を覆い隠そうとしている現状を明らかにする。
さらに弁護士の視点で国が定めた賠償の全体像を俯瞰し現状との齟齬を浮き彫りにし、問題点を
指摘する。併せて賠償訴訟の具体例を紹介することで、賠償問題への理解を深めていく。
第Ⅱ部では、弁護士たちの手で、複雑に入り組んだ地域ごとの賠償基準や支援策を整理し、地

域ごとの課題を明確化した。加えて被災者へのヒアリングを通し、それぞれの地域住民が抱える
問題を具体的に提示し、解決への道を探っている。
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第Ⅲ部では支援団体のネットワークによって、原発避難者が居住する 47 都道府県における支
援状況、避難者が置かれている状況を整理した。公平性を重んじる行政の姿勢とは裏腹に、どこ
に避難したかによって避難生活に大きな違いが出ている矛盾が見渡せるだろう。
第Ⅳ部では、支援者・研究者・弁護士・ジャーナリストらの手によってさまざまな課題に対す

る考察をし、原発避難の問題を深掘りすることを狙った。
電話相談を通した表に出てこない被災者の悩み、子どもの思いから見えるものは何か。自主避

難者に対する「勝手に逃げた」という誤解はなぜ生まれたのか。自主避難者たちの生活、放射能
に対する考え方は事故後の 4年間でどのように変化していったのか。大家族がバラバラになる母
子避難は、避難者にどのような精神的負担をもたらしているのか。これらの問題を生み出した政
府の責任も指摘する。
さらに、自治体が長期避難に対応するための「仮の町」構想を政府が否定した経緯を検証し

たほか、「原発事故子ども・被災者支援法」の現状分析と、法律から見る避難の権利を考察した。
加えて、子ども・被災者支援法の元になった「チェルノブイリ法」の成立経緯などを通して、支
援法に実効性を持たせるためにどうすればいいのかを考えた。
他方、長期におよぶ原発避難を支援してきた中で明らかになった支援者側の問題についても検

証し、必要な体制・施策について論じていった。
最後に、原発事故に関する論文を社会科学の視点から分析し、支援を充実させるために求めら

れる研究について論考した。

原発事故は終わったのか

時間の経過とともに避難者数は漸減しているが、避難が発生した原因の根本にある原発事故は
収束せず、広範囲に広がった放射能汚染は依然として人々を苦しめている。それにもかかわらず、
政府や福島県は原発事故を乗り越えたかのような施策を数多く打ち出し、被災者の生命・財産を
守るという行政の役目はどこかに置き去りにされている。
現実に合わない施策は被災者をさらに苦しめるだけでなく、問題を復興のベールで覆うことで

人々の目から隠し、問題の存在すら見えにくくしてしまっている。
こうした中、政府は原発事故を早期に終結させようとする姿勢を鮮明にしてきた。
2015年6月、政府は原発事故対応の基本方針となっている「原子力災害からの福島復興の加速

に向けて」を改訂し、2017 年度中に帰還困難区域を除く避難指示をすべて解除する方針を打ち
出したのだ。その直後、福島県は自主避難者に対する住宅の無償提供を、同じく 2017 年度で打
ち切る方針を示した。
さらに7月10日、復興庁は「原発事故・子ども被災者支援法」の基本方針の改定案を公表。現
在は「避難指示区域以外の地域から避難する状況にはな」いため、支援対象を縮小することが適
当であるとした。発表時の記者会見で竹下亘復興大臣は、避難指示区域の内外を問わず、「原則
として帰っていただきたい」というのが福島県の思いであり、「それができるよう、復興庁とし
ては最大の努力をする」と述べ、帰還の促進を強調した。被災者の切り捨てになることは明白
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だった（なお基本方針の改定は、本書第Ⅰ部～第Ⅳ部の本文執筆時には未発表だったため、記述してい
ない）。
しかし避難指示解除の基準は、年間 20mSv という極めて高い数値だ。汚染のレベルは半減期
によって低下傾向にあるが、事故前の被ばく上限である年間 1mSv を超える地域は福島県にとど
まらない。この実態を一顧だにしない政府の姿勢は、異なる状況に置かれた当事者間での無理解
を増幅するという悪循環の要因にもなっている。それはいずれ、社会全体の無理解と対立にも波
及するのではないだろうか。これもまた、原発事故による被害の一形態といえる。
本書では「原発避難」といういまもなお続いている巨大な社会的事件について、可能な限り

ファクトを積み上げる形で描き出すことを心掛けた。
本書が、政府によっていままさに切り捨てられようとしている原発避難者の方々のために、よ

りよい政策形成がなされるための基礎資料となることを願っている。

 


